
平成　　年（ワ）第　　　　号イラク派兵違憲差止等請求事件

原　告　　
被　告　　国

証拠説明書
２００５年　５月　　日
東京地方裁判所民事　　部　御中
　　　　　　　　　　　　　　　原　　　　告　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　原告訴訟代理人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　弁護士　　　内　　田　　雅　　敏　　ほか

　

　なお，備考欄のＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄは，下記の立証趣旨を示す。

　　　　Ａ：イラク戦争・イラク占領の実態に関連する事項

　　　　Ｂ：自衛隊に関連する事項

　　　　Ｃ：憲法，国際法，評論など

　　　　Ｄ：陳述書その他

	号証
	証拠の標目

(すべて写し)
	作成年月日

作成者
	立証趣旨
	備考

	甲1

号証
	「イラク反戦と劣化ウラン」(山崎久隆，伊藤政子)
	2003.07

たんぽぽ舎
	イラクにおいて，アメリカ軍が使用した劣化ウラン弾による劣化ウラン汚染が顕在化していること。アメリカの科学雑誌である「クリスチャン・サイエンスモニター紙」よりデータ等を引用している。
	Ａ

	甲2

号証
	朝日新聞

「スペイン　撤退へ」
	2003.11.05
	イラクの治安悪化により，スペインの外交官をバグダッドから引き上げさせること。
	Ａ

	甲3

号証
	東京新聞

「命の代償　名誉と１３０万円　揺らぐ英雄の価値」
	2003.11.19
	アメリカの中で米兵の死者が続くことで，イラク戦争への反対の声が大きくなってきていること。アメリカでの死亡給付金が１３０万円にとどまっている一方で，日本では約１億円となっていること。
	Ａ

	甲4

号証
	毎日新聞

「大量破壊兵器イラクの備蓄ない」
	2004.01.24
	アメリカＣＩＡテネット長官が，イラクには大量破壊兵器がなかったので，その責任をとって辞職したこと。
	Ａ

	甲5

号証
	毎日新聞

「開戦正当性　疑い再燃」
	2004.01.24
	イラクには大量破壊兵器がなかったので，イラク戦争開戦の正当性が揺らいだこと。
	Ａ

	甲6

号証
	朝日新聞

「米，国連主導に転換」
	2004.04.17
	イラクの治安悪化により，米英では治安を維持できなくなったこと。
	Ａ

	甲7

号証
	朝日新聞

「米，占領の失敗露呈」
	2004.04.17
	イラクの治安悪化により，米英では治安を維持できなくなったこと。
	Ａ

	甲8

号証
	東京新聞

「のしかかる「自己責任」」
	2004.04.20
	イラクで人質となった安田純平氏と渡辺修孝氏が，イラクの激戦の状況を伝えるために現地入りしたことを述べている。
	Ａ

	甲9

号証
	東京新聞

「非戦闘地域　どこに？」
	2004.04.21
	イラク特措法における派遣の要件である「非戦闘地域」の要件が全く成り立っていないこと。
	Ａ

	甲10

号証
	東京新聞

「政権守ったすり替え術　世論操り「撤退」に逆風」
	2004.04.21
	日本政府がイラク人質事件を使って，撤退世論をおさえこんだこと。
	Ａ

	甲11

号証
	朝日新聞

「虐待　米政権を痛撃」
	2004.05.08
	イラクにおける米軍の捕虜の虐待の事実。米軍がジュネーブ条約等に違反した捕虜待遇を継続していたこと。
	Ａ

	甲12

号証
	朝日新聞

「崩れ去った開戦根拠」
	2004.09.15
	米英軍によるイラク攻撃に正当性がないこと。
	Ａ

	甲13

号証
	東京新聞

「大統領選へ世論地ならし」
	2004.09.22
	米英軍によるイラク攻撃に正当性がなかったこと。
	Ａ

	甲14

号証
	東京新聞

「いつまで続ける「対米追随」」
	2004.09.22
	自衛隊のイラク派兵に正当性がないこと。
	Ａ

	甲15

号証
	毎日新聞

「米軍拘束下で１０８人死亡」
	2005.03.17
	イラクとアフガニスタンのアメリカが管理する施設での死者が，殺人の可能性を含めて多数に上ること。
	Ａ

	甲16

号証
	朝日新聞

「ＮＧＯ低費用で効果」
	2003.11.30
	自衛隊ではなくＮＧＯによって人道復興支援が可能であること


	Ｂ

	甲17

号証
	「人道」支援ということ（世界）


	2004.06

熊岡路矢
	日本国際ボランティアセンター（ＪＶＣ）代表の熊岡路矢氏が，紛争地域での人道支援におけるＮＧＯと軍の関係に関して，国連人道援助事務所発表のガイドラインを示し，自衛隊のイラク派遣が上記ガイドラインの要件を充たしておらず，自衛隊の派遣がイラクにおける人道復興支援に役立っていないこと。
	Ｂ

	甲18

号証
	東京新聞

「人道支援，水，あけられる」
	2004.05.13
	フランスの「アクテッド」というＮＧＯが自衛隊の８倍の給水支援をしていること。
	Ｂ

	甲19

号証
	東京新聞

「実質的連合軍入り」
	2004.06.01
	自衛隊の多国籍軍参加は，実質的には米英軍主導の有志連合への参加そのものであること，日本は連合国の一員であること。
	Ｂ

	甲20

号証
	東京新聞

「イラク自衛隊　輸送支援で多国籍軍参加」
	2004.06.01
	自衛隊の多国籍軍参加は，実質的には連合軍入りであり，集団的自衛権の行使となるおそれが増大したこと。
	Ｂ

	甲21

号証
	東京新聞

「首相の「無理」に答弁破綻寸前」
	2004.06.15
	多国籍軍に参加することの政府解釈について，小泉首相が「武力行使を伴わない業務に限定できる」などとして参加が可能であると強弁したこと。
	Ｂ

	甲22

号証
	東京新聞

「多国籍軍参加決定　疑問残しスピード決定」
	2004.06.19
	「自衛隊の多国籍軍参加」という言葉を使用せずに，「多国籍軍の中で活動する」と言って，参加を決定したこと。
	Ｂ

	甲23

号証
	東京新聞

「ぐらつく文民統制」
	2004.06.19
	多国籍軍との任務の調整が自衛隊制服組に任されており，文民統制が破られていること。
	Ｂ

	甲24

号証
	朝日新聞

「米軍再編協議　新局面へ」
	2004.10.26
	いわゆる「不安定の弧」のイラクやアフガニスタンにおける対米軍協力を進めるために米軍の再編協議が行われていること。
	Ｂ

	甲25

号証
	東京新聞

「派遣延長反対　６３％」
	2004.11.04
	自衛隊派遣延長に対する日本国民の反対が３分の２に迫っていること。
	Ｂ

	甲26

号証
	東京新聞

「かすむ派遣の大義」
	2004.12.06
	ＯＤＡの本格化に伴い，自衛隊によるイラクにおける人道復興支援のニーズが減少していること。治安の悪化により自衛隊の任務の重点が自衛隊の警備にうつっていること。
	Ｂ

	甲27

号証
	朝日新聞

「有志連合　退く国も」
	2004.12.07
	イラクから撤退する国が増加していること，イラクの治安が悪化し，戦闘が泥沼化していること
	Ｂ

	甲28

号証
	朝日新聞

「第５次派遣　陸自警備を増強」
	2005.01.28
	給水要員を減らして，警備要員を増大していること，イラクでの治安が悪化していること。
	Ｂ

	甲29

号証
	第１５９国会衆議院議事録　井上和雄質問主意書および被告の答弁書
	2004.06.04
	イラクにおける陸上自衛隊の活動は，人道復興支援には役だってはいないこと，自衛隊が浄水した水道水の半分を自家使用していること。
	Ｂ　準備書面（　）

	甲30

号証
	東京新聞

「海外で武力行使せず」（後藤田正晴）
	
	元内閣官房長官や副総理兼法務大臣などを歴任した後藤田正晴氏が，自衛隊の海外派兵が憲法違反であると明言していること。
	Ｂ

	甲31　

号証
	朝日新聞

「戦闘行為生じるおそれ」
	2003.11.30


	イラク戦争には正当性はなく，自衛隊派遣により憲法が禁じる交戦権にあたる戦闘行為が生じるおそれがあること。
	Ｃ

	甲32

号証
	朝日新聞

「隊員にとって契約違反」

（小池清彦）
	2003.11.30
	かつて防衛庁防衛研究所長・教育訓練局長で，現役の新潟県加茂市長の小池清彦氏が，イラク特措法が憲法違反であると明言していること。特に，「小泉首相は戦場のなんたるかを理解していない」と述べていること。
	Ｃ

	甲33

号証　
	朝日新聞

「自衛隊のイラク派兵は暴力の増殖を止める方策なのか」（池澤夏樹）
	2003.12.05
	芥川賞受賞作家の池澤夏樹氏が，自衛隊の派遣はアメリカの暴力的なイラク占領政策への荷担であり，暴力の連鎖にしかならないと述べていること。
	Ｃ

	甲34

号証
	毎日新聞

「逸脱招く軍隊の外見」（棟居快行）
	2004.02.23
	憲法学者の棟居快行氏が，イラク派兵の対応を誤れば，憲法に違反する海外派兵になると指摘していること。軍服を着た「国際貢献」は日本国憲法の平和主義とはおよそ異質の観念であること。
	Ｃ

	甲35

号証
	朝日新聞

「自衛隊駐留許されぬ状況」（前田哲男）
	2004.04.16
	軍事評論家の前田哲男氏が，イラクが戦争状態にあり，イラク特措法に従って自衛隊を撤退させるべきと述べていること。
	Ｃ

	甲36

号証
	毎日新聞

「９条，日米同盟の妨げ」
	2004.07.22
	アメリカのアーミテージ国務副長官が，国連安保理常任理事国入りは改憲が条件であるとして，日本政府に対して９条の改憲を押しつけていること。
	Ｃ

	甲37

号証
	東京新聞

「サドル派　国に準じる」
	2004.05.16
	内閣法制局がサドル氏支持派を「国に準じるもの」と解釈し，イラク特措法にいう「非戦闘地域」と矛盾する見解を示したが，政府がこの見解を黙殺したこと。
	Ｃ

	甲38

号証
	東京新聞

「コマンド＝司令部」
	2004.06.15
	政府が，イラクで編成される多国籍軍に関し，国連安保理決議に盛り込まれた「統一された指揮下」（アンダー・ユニファイド・コマンド）という言葉について，「統合司令部」と解釈し，「司令部」と翻訳することで，自衛隊が多国籍軍の指令下に入らないとする恣意的な翻訳をしたこと。
	Ｃ

	甲39

号証
	朝日新聞

「コスタリカ　政府の米支持は違憲」
	2004.09.09
	非武装中立の中米コスタリカの最高裁憲法法廷が，米国のイラク侵攻に際し，政府が米国を支持した行為は平和を求める同国憲法や国際法などの精神に反し違憲だとする判決を出したこと。
	Ｃ

	甲40

号証
	東京新聞

「自衛隊いれば非戦闘地域？」
	2004.11.11
	小泉首相が党首討論において，イラクでの陸自の活動に関連し，「自衛隊が活動している地域は非戦闘地域だ」とする詭弁を弄したこと。
	Ｃ

	甲41

号証
	「政治不在の安全保障政策」（軍縮問題資料）
	2004.11

内田雅敏
	自衛隊のイラク派兵に伴い，日本国内でどのような事態が進行しているか。日本の安全保障政策が対米追随となっており，軍事合理性の行き着く先がさらなる軍備増強，海外派兵につながること，日本の外交はドイツの戦後政策に多くを学ぶべきこと。参考資料として，新聞記事を添付する。
	Ｃ

	甲42

号証
	朝日新聞

「米国の脅威　北朝鮮と同じ」
	2003.11.04
	ＥＵの世論調査ではアメリカを世界の脅威と感じる人々が北朝鮮やイランを脅威ととらえる人と同じ程度存在すること。
	Ｄ

	甲43

号証
	朝日新聞

「自衛隊派遣なら東京攻撃」
	2003.11.17
	アルカイダを名乗る組織がイギリスの週刊誌と新聞に宛てて，自衛隊をイラクに派遣すれば，東京を攻撃する（「我々の攻撃は東京の中心部に達しよう」）と予告していること。
	Ｄ

	甲44

号証
	東京新聞

「文科省　口頭で圧力」
	2005.04.06
	中学校公民の教科書検定において，「大量破壊兵器なし」という記述について修正を求められたこと。また，「国連決議ないまま」という言葉についても，削除を求められたこと。
	Ｄ


以上　
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